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はじめに
早いもので介護保険が導入されて２年半がたった。現在すでに２００３年（平成１５年）４月からの第２
期事業期間に向けて、介護保険事業計画の見直し、介護報酬の見直しが進められている。介護保険導
入に際し、さまざまな議論が交わされ、混乱の中でのあわただしい船出であった。「走りながら考え
る」制度とも言われてきたが、２年半たった現在、介護保険はどのように評価され、定着してきてい
るのであろうか。本稿では介護保険法成立以来の新聞記事に掲載された多くの調査結果・データを考
察しながら介護保険の今後を考えていきたい。
揺れ動く制度
１９９６年７月２２日の山陽新聞の朝刊には日本世論調査会による「介護保険制度」に対する全国世論調
査の結果が掲載されていたが、それによると、公的介護保険を「知っている」は６９％で、「知らない」
の３０％を大幅に上回り、既に介護に対する関心が高まっていたことがわかる。また、公的介護保険の
導入については、賛成が７９．４％に上り、大半の人が「家族だけでは介護できない」「介護は社会全体
で担うべきだ」などの理由で賛成していたという。（反対は１０．８％）
１９９７年８月に実施された読売新聞社の世論調査でも、介護保険導入に「賛成」が７６％「反対」が６％
で、制度の創設は切実であった。しかし、その制度については「税方式でいくのか保険方式か」「赤
字に苦しむ国民健康保険の二の舞にならないのか」「家族給付をすべきか否か」「介護サービスが希望
する人に十分に行き届くのか」などさまざまな論議が沸騰し、三度目の国会でやっと成立したという
いきさつがある。加えて制度の不備や問題点が次々と指摘されたため、「スタートする前からこれほ
ど評判が悪い法案も珍しい」といわれていた。
１９９８年１１月の老人ホーム全国施設長アンケートの結果では（全国４４４６施設中９５６施設が回答、集計
８８４施設分）、介護保険法に「賛成」と答えたのはわずか８７施設の１割程度で、約７割の６２６施設は「導
入反対」「実施の延期を」としていた。利用者の負担増やサービスの低下を懸念したものだった。
さらに、全国町村会から、国から町村への調整財源を増やすこと、家族介護に対して現金給付を認
めることなどの要望書が出されたが、その中で「準備が整わない場合、実施時期を延期することも考
慮に入れるべきである」との注文が出て、にわかに介護保険導入に凍結・延期論が紙上をにぎわすよ
うになった。しかし、読売・朝日両新聞ともその社説で「福祉自治体ユニット」の反論をとりあげ、
現金給付に反対するとともに、「介護保険に後ろ向きになるな」と主張していた。
１９９９年５月２２日の読売新聞は「介護保険 強まる見直し論」という記事を掲載している。解散・総
選挙への影響を懸念して「介護サービスは行うが、保険料の徴収を当面猶予すべきだ」「実施を全面
的に先送りすべきだ」という声が政府・与党内でくすぶっているというのだ。市町村によって保険料
に差が出ること、４０歳～６４歳の保険料の天引きなどが消費税以上の逆風になるとの懸念が、見直し論
の背景にあると指摘している。この先送り論に対抗して厚生省は市町村支援の検討を本格的に始めた。
市町村の財政不安や準備の遅れを和らげることで、予定通りの実施を「死守」するのが狙いだという。
（１９９９年５月３１日）
その後、条件付きながら家族介護に報酬が導入されたり（１９９９年９月２１日：朝刊）、６５歳以上の介
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護保険料を半年間徴収せず、その後１年間は半額とするなどの見直し策が決定された（１９９９年１１月６
日：朝刊）。「サービス基盤の整備の遅れや不足」「介護保険料への負担感が大きい」という声がある
とはいえ、介護の社会化、税制ではなく保険制度でという介護保険制度の理念ゆるがすような政策決
定に批判が相次いだ。
２０００年１月１８日には厚生大臣から報酬単価案が医療保険福祉審議会に諮問があったとの記事が載っ
ているが、そこでは昨年８月の仮単価に比べ、施設サービスの介護報酬額を全体に下方修正したほか、
訪問介護に身体介護と家事援助の折衷型を設けたことが報じられた。折衷型は突然浮上した案で、報
酬の少なくなりそうな介護業界から戸惑いや反発の声があがり、全国展開を予定している在宅介護関
連会社の株が軒並み大幅に値を下げたという。（２０００年１月２２日：朝日）
また、２０００年１月２４日には、介護保険から提供されるサービスの限度額が諮問され（２０００年１月２５
日朝刊）、要支援の６１，５００円から要介護５の３５万８３００円まで６段階に分かれ、短期入所（ショートス
テイ）は別枠と決められた。そして報酬単価案・サービスの限度額とも１月２８日の審議会で原案とお
り了承され、介護保険の枠組みが固まっていった。（２０００年１月２９日朝刊）
ただ、施設サービスの介護報酬額が切り下げられた（患者一人につき月約３万円）ことで、「療養
型病床」の申請が進まず、サービス不足や退院を迫られるケースなどが懸念された。（２０００年１月３０
日：朝日、２０００年３月２０日：読売）
介護保険が施行された後も、課題への対応は続いた。厚生省は２０００年７月２４日、ホームヘルパーの
訪問介護サービスのうち、家事援助の範囲を明確にするため、「不正事例集」をまとめた。介護保険
で負担する範囲とそれを超えるサービスの間に明確な線引きをしたいとしている。ただ、公的保険の
対象にできない事例がありうるという点に異論はないが、その範囲にはそれぞれの思いがあり、さら
に「利用者の希望」をサービスを提供する側が「これはだめ」とはいいにくいとの疑問の声も聞かれ
るという。（２０００年７月２５日：朝日）
在宅介護を支える三本柱の一つとされながら、介護保険が始まって利用が落ち込んでいる「ショー
トステイ」。希望が多すぎて売り切れてしまわないようにと、利用可能日数に制限を設けたのが裏目
に出た格好だ。厚生省は可能日数の緩和を段階的に打ち出してきたが、２００１年１月からは在宅サービ
ス分「振り替え」で利用できる日数の制限（最長月１４日）を大幅に緩和し、要支援の６日／月から要
介護度５の３０日／月まで利用できる計算で、使いやすくなったと喜ばれている。（２０００年１０月２５日：
朝日、２００１年２月１８日：読売）
２００３年４月に初めて改定する介護サービスの報酬単価について、厚生労働省は、ケアプランの作成
や訪問介護（家事援助）の単価を引き上げる方針を固めた。事業者が採算をとりにくい現状を改善し、
在宅分野への事業者参入を促す狙い。ただ、引き上げによる介護報酬全体の伸びは抑えたい考えで、
特別養護老人ホームや老人保健施設などの施設サービスの単価は逆に引き下げる方向で検討している。
（２００２年５月１３日：朝日）
全室個室・ユニットケアを特徴とする新型老人ホームの整備が推進されている。居住環境や生活リ
ズムを「住まい」に近づけようとするものだが、利用者は新たに部屋代を払う必要があり、施設の運
営者は膨らむ建設コスト、介護保険の基準を上回る介護職員を覚悟しなければならない。「特別養護
老人ホームは、経済的能力がない人や虐待を受けている人こそ受け入れなければならない。むしろ高
齢者住宅や在宅介護の基盤整備を優先すべきではないか」との疑問が投げかけられている。（２００２年
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８月２１日：朝日）
「保険あって介護なし」：市町村の課題・不安
介護保険法成立直前の１９９７年１２月３日の読売新聞の解説には、基盤整備の遅れやヘルパー不足から
「保険あって介護なし」になるのではないか、市町村によって（介護）判定がまちまちになったり、
サービスに格差がでる恐れがあるため、できる限り重い症状に見せるために「寝たふりが増える」の
ではないかという不安と懸念が国民の間でささやかれていると書かれていた。
同じく１２月２７日の朝日新聞は４７都道府県の介護保険担当者（課長級）にアンケートした結果を掲載
している。それによると、約８割の３８都道府県が介護保険法を「評価する」としながらも、「制度が
うまく機能する」と答えたのは約１５％の７府県にとどまったという。
制度導入にあたっての課題でもっとも多かったのは（複数回答）「サービス基盤の整備」（１９都県）
「要介護認定の方法」（１９府県）、次いで「低所得者対策」（１０道県）、「市町村区の財政問題」（９都県）
となっていた。 新ゴールドプラン（高齢者福祉推進１０ヵ年計画）が達成された場合でも、制度導入
でサービスの需要が膨らみ、新ゴールドプランの水準では対応できないのではと考えており、基盤整
備を急がないと「保険あって介護なし」懸念が現実のものとなりかねないことを示す結果だと解説し
ている。
１９９９年３月２８日の朝日新聞は全国市町村アンケートから自治体の取り組み方、抱える課題や不安を
分析している。その中で介護保険に関する課題・問題点をたずねているが（複数回答）、その結果「低
所得者対策」（６８．２％）「制度に対する住民の理解・納得」（６６．３％）「サービス基盤の確保」（６６．２％）
「保険料の徴収」（６５．８％）などが６割を超えたという。
次いで「訪問調査員・認定審査会委員・ケアマネジャーの確保」（５０．３％）「要介護認定の公平性」
（５０．２％）をあげた自治体が半数を超えた。「低所得者対策」、「制度に対する住民の理解・納得」、「サ
ービス基盤の確保」は大都市になるほど問題視する傾向があり、逆に町村では「保険料の徴収」をあ
げたところが多かったという。多くの町村が赤字に悩んでいる国民健康保険制度が背景にあるようだ
と分析しているが、市町村がサービス水準に応じてそれぞれに定めることになっている一号保険料を
いくらにするか悩む自治体の姿をあらわしたものともいえよう。また、人材不足の解消や財政の安定
化、介護保険事務の効率化をめざして広域協力が７割以上の市町村で行われることが明らかになった。
１９９９年７月２７日の朝刊には介護保険料（一号被保険者）が全国平均で２８８５円、最高額が６２０４円、最
低額が１４０９円となり、市町村格差は４．４倍に上ったことで、格差の緩和など制度の手直しを求める声
が強まることが予想されるという記事が掲載された。施設に入る人が多い地域は保険料が高くなり、
自宅で介護を受ける人が多ければ抑えられるという市町村ごとの福祉政策を取り巻く環境や取り組み
の差が浮かび上がった。介護保険料は西日本は費用のかさむ療養型病床群を多く抱えており「西高東
低」になっていることが明らかになった。（介護保険施行直後の２０００年４月３日の読売新聞の全国調
査では平均２７８８円、最高が４４９９円、最低が１５３３円となり、平均額がやや低くなったことと、自治体間
格差が４倍から３倍に縮まったことが報告されている）
こうした市町村格差について１９９９年７月１７日に掲載された朝日新聞の世論調査では６２％の人が「お
かしい」と思い、「あってもよい」（３１％）を大きく上回った。同様に６５歳以上の人の保険料を減らす
ために一時的に国が数千億円をつぎ込むことにも６０％の人が「賛成」し、「反対」の３０％を大きく上
回った。ただ、３０代の「賛成」がもっとも少なく、特に３０代後半の男性では「反対」（４８％）が「賛
成」（４１％）上回り、国費投入がいずれ自分たちの負担増につながるという意識が浮かび上がってい
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るという。介護保険料を軽減するために国費投入については、厚生省と社会保険庁の中堅幹部に意見
を聞いたところ、５８％（４８人）が「反対」し、「賛成」の３４％（２８人）を上回ったというアンケート
結果も掲載されていた。（１９９９年８月２日 朝日新聞）
１９９９年８月２４日には介護報酬額（仮単価）が発表され、在宅サービスの柱であるホームヘルパーに
よる訪問介護は、３０分以上１時間未満で４０２０円と、民間の参入を促すために現行の福祉サービス費用
より１割以上高く設定されていた。この介護報酬額（仮単価）をもとに試算された介護保険の初年度
総費用は４兆３０００億円となり、当初見込みより１割強増加しており、６５歳以上の高齢者の保険料が３０
円程度上積みされる見通しになった。
１９９９年１１月２４日の朝日新聞は全国の市町村を対象に「第２回介護保険アンケート」を行った結果を
掲載しているが、回答を寄せた２，３０３市町村（東京２３区を含む）のうち８７％にあたる１９７０の市町村が
スタートに向けての不安をいだいていることが明らかになった。（「不安はない」１２３市町村：５％）
特に「介護保険制度の考え方や仕組みが住民に理解されていない」「保険料徴収が順調に進むか」
という不安が強く、それぞれ６割を超えていたという。調査期間が政府・与党間で見直し論が議論さ
れていた時期と重なったため、回答用紙に「これでは住民に説明できない」とする自治体が多く、制
度が住民に浸透していないことへの不安感が見直し論議で、さらに強まっている様子がうかがえたと
している。介護保険制度の財源問題では「現行の方式（保険料と公費半々でまかなう）を維持すべき
だ」という意見が５７％で過半数を占めたが（「全額公費でまかなう」２７％）、人口の少ない町村ほど保
険料徴収の負担感から「公費で」という意見が多くなっていたという。 また、家族（ヘルパー）に
対する現金給付は意見がわかれ、「好ましくない」とする反対派は３４％にとどまり、「現金給付に賛成」
の７％と「一定の条件もとで家族（ヘルパー）に給付する審議会の方針を支持」２９％とあわせて賛成
派が３６％、そして「わからない」とする意見が２３％もあった。
２０００年３月６日の読売新聞にも同年２月に行った全国市町村調査の結果を掲載しているが、その結
果、３分の１（在宅サービス３４．２％：施設サービス３３．６％）の市町村がまだ介護サービスの基盤整備
に課題が残るとし、準備に地域差があることが明らかになったとしている。また、介護保険の課題と
して（複数回答）、「住民への制度の周知徹底」（５３．０％）「認定漏れ高齢者対策」（５２．２％）「保険料の
徴収」（４６．４％）「低所得者対策」（４５．８％）「財政の健全経営」（４５．７％）などが多く挙げられ、制度
の安定運営を懸念していることを示した。しかし、市町村独自のサービスを加えるところも１５％あり、
国の支援策とともに、市町村独自の工夫を求める声が高まると見られるとしている。
２００１年４月１日の読売新聞には「介護保険１年 全国自治体調査」結果が掲載されたが、介護サー
ビスの総費用が年間予算を下回る見込みの市町村が８割にのぼることが明らかになった。「在宅サー
ビスの利用が少なすぎた」影響だが、〈介護の社会化〉にはまだ壁があり、在宅より割安・安心感の
ある施設志向が急増して、担当者は困惑しているという。
ただ、介護保険制度を評価する自治体は「大いに」「多少は」をあわせて８４％にのぼった。「利用者
がサービスや業者を選びやすくなった」（５６％）「家族の負担が軽くなった」（４８％）と評価する一方
で、「高齢者が自立して暮らしやすくなった」（１４％）「社会的入院が減った」（１６％）などの評価は少
なく、制度の目指した理念が十分に実現されていない現状も明らかになった。さらに、こうした評価
には人口規模による温度差も目立ち、「介護保険を大いに評価している」は人口５０万人以上の大規模
自治体では５８％にのぼったが、５万人以下の小規模自治体では１８％にとどまり、「利用者もサービス
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量も着実に増え、満足度も高い」自治体と、「利用者が少なく経営は赤字。住民の保険料負担だけが
増えた感じ」という自治体もあったという。
介護保険を運営する全国２８００余の市町村・広域連合などのうち、２００１年度の介護保険特別会計が事
実上赤字となった自治体は、全体の１４％にあたる３９０に上ることが、朝日新聞社の集計でわかった。
当初の見込みより介護サービス利用が多かったことなどが原因で、２００３年４月に６５歳以上の介護保険
料を改定する際、これらの自治体では値上げとなる公算が多いという。うち５町村は今年４月、１年
前倒しで値上げに踏み切っていた。
２００１年度については、介護保険から支払われた給付費は予算見込み額の９５％で、２０００年度の最終実
績が８５％にとどまったのに比べ、１０％改善したことが厚生労働省のまためでわかった。施設サービス
の９７％に対して、在宅サービスは９２％にとどまり、今後さらに浸透の余地がありそうだ。（２００２年７
月９日：読売）
また、２００３年４月から改定される６５歳以上の介護保険料は、全国平均で３２４０円となり、現行の平均
額２９１１円より３３０円ほどアップする。最高額は７０００円程度、最低額は１１００円台と見られ、このまま実
施されれば自治体間の格差は現状の２．７倍から６倍に拡大するという。（２００２年８月１１日：読売）
ケアマネジャーの悩み
１９９８年５月ころから介護支援専門員（ケアマネジャー）の超人気ぶりが報じられていた。４万人と
いう厚生省の目標を大幅に上回る人気に担当者らはホッとする半面「どれだけ仕事の内容が理解され
ているのか……」という戸惑いや、実務研修の充実を望む声、また施設や業者の職員でもある介護支
援専門員が多数で競争し、本来は不必要な介護需要まで掘り起こし、介護保険の費用を不必要に増大
させる恐れなどが指摘された。
４月から始まった介護保険の鍵を握る新しい専門職「ケアマネジャー」。しかし、複雑な制度の下
での作業量の多さや、サービス基盤整備の遅れ、不慣れな利用者・事業所間の調整など多くの難問を
抱え悩める人が少なくない。問題は、指摘されているように「能力不足と立ち上げ期の混乱だけ」な
のか。壁にぶつかるケアマネジャーの姿が浮き彫りになった。（２０００年５月２日：読売）
１日に施行丸１年となった介護保険制度で介護サービス計画（ケアプラン）の作成などにあたって
きた介護支援専門員（ケアマネジャー）の半数以上が、担当する高齢者が多いと感じ、６割以上が仕
事をやめたいと思ったことがある。そんな実態が、全国のケアマネ２０００人を対象とした朝日新聞社の
アンケートでわかった。回答のあった１２０６人の約６割が看護婦などとの兼任で、税込み月収３０万円未
満が７割ほどを占める。ケアプラン作成の報酬の引き上げを求める声も多く、制度のかなめといわれ
ながら、重い負担と低い社会的評価にあえぐ姿が浮き彫りになった。（２００１年４月１日および５日：
朝日）
ケアマネジャーの報酬が低すぎる。他の医療・福祉職との兼務が前提なので、専任でも生活できる
金額にアップすべきだ。報酬につながらない相談業務も多く「まめに仕事をすればするほど赤字にな
る」のが現状だ。また、資格化されたばかりで指導的立場にいる人が少なく、難しい事例の対応や、
費用計算に追われ本来の仕事ができにくいことに対する悩みも深い。一方長寿社会開発センターの調
査では、サービスが１種類のみのケアプランが全体の半数を占め、サービス担当者会議を月に一度も
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開催してないケースが２割を超えた。自立した生活に最適なプランが必要なのに、自分が所属する事
業所のサービスを優先したり、利用者の言いなりになったりという事例もあるなど、ケアマネの現状
には多くの課題がある。（２００２年３月１９日：読売）
介護保険制度への期待：家族の負担
１９９９年７月１７日に掲載された朝日新聞の世論調査で、介護保険によって、介護のための家族の負担
がどうなるかという設問に対して、「軽くなる」という人は１８％にとどまり、「変わらない」が３７％、
「重くなる」が３５％であったという。「重くなる」は２０代では２６％だが、６０歳以上では４３％に上昇。
高齢者ほど、制度に期待していない様子がうかがえた。この結果に対して、当時の厚生大臣宮下創平
は「制度がまだ理解されていないからだ。介護認定が始まり、保険料の額も決まるなどして、制度の
充実感が出れば、軽くなるという見方も増えるのではないか」とコメントしている。
同年９月１１日の読売新聞には「介護保険導入と高齢社会」という全国世論調査の結果を掲載してい
る。それによると介護保険制度については「期待する」が「大いに」（１５．４％）「多少は」（３６．６％）
を合わせて５２％にのぼり、「期待していない」（「あまり」３４．７％：「全く」１１．９％）の４７％を上回っ
た。しかし、一方、介護保険について、心配や問題だと思うことを聞いたところ、「とくにない」と
回答した人はわずか６．９％で、「保険料の負担が大きい」（５５．７％）をはじめ、「介護の認定が厳しすぎ
たり、公平に行われない恐れがある」（４５．３％）「保険料が市町村によって異なる」（３４．４％）「家族の
労力が軽減されるかどうか分からない」（３２．１％）など、９割以上の人が何らかの心配や不安を指摘
しており、期待と不安が交錯する結果となった。
２０００年３月２８日の朝日新聞は介護保険導入直前の世論調査結果を掲載しているが、それによると、
介護保険ができたことで、今後は安心して老後を迎えられる社会にになると思いますかの問いに「な
ると思う」はわずか１２％であり、「そうは思わない」が７７％を占めた。（「その他」１１％） また介護
保険制度がはじまれば、介護をしている家族の負担は、「今より軽くなる」という人もわずか１７％で
あり、「変わらない」が４５％、むしろ「重くなる」とする人が２７％もいるのはどうしてだろうか。（「そ
の他」１１％）
高齢者の介護は「社会全体で考える問題」とする人が６２％と多数を占め介護保険の趣旨は浸透して
きているが、上記の結果のように介護保険は家族の負担を軽くするものとは評価されていない。特に
３０代～５０代の女性に不信感が強いという。ただ、大部分（８３％）の人が「制度についての必要な説明
を受けていない」といい、「必要な説明を受けている」とする人（１１％）ほど、介護保険についての
期待感、信頼感が高くなる傾向にある。したがって信頼を得るために一般住民にさらに情報を伝える
努力が国や市町村に求められ、「市町村が介護保険についてよくやっている」と考えている人ほど介
護保険を評価する割合が高くなる傾向があるので、今後の介護保険の定着は制度を運用する市町村に
かかっていると言えると分析していた。
２０００年９月２１日に掲載された読売新聞世論調査では、介護保険制度を「大いに評価している」
（７．４％）と「多少は評価している」（３６．４％）を合わしても５割に満たず、介護保険制度に対する国
民の厳しい見方が浮き彫りになったと報告している。（「あまり評価していない」３６．７％、「全く評価
していない」９．４％、「答えない」１０．０％）
さらに１年後の２００１年９月２８日の読売新聞は「２１世紀 日本人の意識」と題するシリーズの中で「社
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会保障」に関する全国世論調査の結果を発表しているが、その中に介護保険制度についての評価を問
うた設問がなされていた。その結果を見てみると次のようなものであった。介護保険制度を「大いに
評価している」１０．１％、「多少は評価している」３７．０％、「あまり評価していない」３４．９％、「全く評
価していない」８．３％（「答えない」９．６％）となり、介護保険を評価している人が、「大いに」・「多少
は」をあわせて４８．１％と評価しない人（「あまり」・「全く」）の４３．２％をわずかながら上回っていると
いうのである。上述した昨年の調査結果では評価しない人（４６．１％）が評価する人（４３．８％）を上回っ
ていたので、記事では「在宅サービスの利用が低調で（１）、痴呆症の要介護認定が実態より軽くなりが
ちといった制度上の問題点があるものの、公的介護保険のメリットに対する国民の理解が徐々に進ん
でいる表われといえそうだ」とコメントしている。c ２検定をしてみると、確かに２０００年と２００１年では
統計的にも有意な差があり、理解が進んでいるといえなくもないが、介護保険制度の評価は依然とし
て合い半ばしていることに変わりはないように思われる。
平成１３年の国民生活基礎調査の概況によれば、主な介護者は「配偶者」が２５．９％、「子」が１９．９％、
「子の配偶者」２２．５％、「別居の家族」７．５％などと家族が担っており、「事業者」とするものはわず
か９．３％であった。介護保険が導入されても家族の負担は相変わらず重く、要介護者と同居している
主な介護者を性別に見ても、男性２３．６％、女７６．４％と相変わらず女性が圧倒的に多い。介護保険が導
入されても「周囲がみんな嫁が介護をするのが当然と思っている。少しでも介護サービスを利用して
くれたら」という声が相変わらず聞かれる（２００１年４月３日：読売）。介護者を年齢階級別にみると
５０歳代、６０歳代、７０歳代の順に多く、特に「７０～７９歳」の要介護者等では、「７０～７９歳」の者が介護
している割合がもっとも多く、「老老介護」の現実が浮かび上がってくる（２）。
平成１４年（２００２年）２月１２日の全国高齢者保健福祉・介護保険関係主管会議資料で報告された利用
者アンケートでは（被調査者は、平成１３年５月利用者のうち介護保険導入以降の新規利用者６３９名と
導入以前からの利用者８９４名に未利用者５０５名の合計２０３８名）、現在利用しているサービス全体として
は、量及び質ともに９割近くの人が「満足」「ほぼ満足」と回答している（３）。
ただ、サービスを利用しない理由として、「今のところ家族介護で何とかやっていける」が５９％と
圧倒的に多く、家族頼みの傾向はまだまだ続いている。そして現在の制度に対する評価では「家族の
介護負担が少なくなった」３９％、「気兼ねなく利用できるようになった」３４％「自分にあったサービ
スを利用することが出来るようになった」３１％などという回答が多く見られたとしている。しかし複
数回答であるので、すべての人が「家族の介護負担が少なくなった」と答えることも出来るわけで、
残りの６１％の人は介護保険導入後もその負担は少なくなっていない感じていると理解することもでき
る。上記のサービスの満足感に比べると、その評価はあまり高くないといえる。
要介護認定をめぐって
介護保険導入の半年前の１９９９年１０月１日から要介護認定がスタートしたが、当然要介護認定に関す
る記事が目立つようになった。すでに同年５月１０日の朝日新聞で厚生省の改良後も介護判定ソフト（一
次判定ソフト）になお矛盾があるとの指摘がなされていたが、厚生省の三浦次長は「現時点では基と
なったデータが少ない。一次判定の限界は二次判定で補うようにしたい」とコメントしている。要介
護認定が進むにつれ、「要介護認定なんか変」（１９９９年１２月２７日：朝日）「要介護認定で明暗」（２０００年
１月９日：読売）などの疑問が次々と指摘され出した。そして２０００年１月２６日の読売新聞には一次判
定から約２割が二次判定で変更され（その８割は重度の方向）、一次判定の信頼性が問われていると
の記事が掲載されていた。
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上述した２０００年９月２１日に掲載された読売新聞世論調査では、「要介護認定」についての設問では
「要介護認定が公平に行われていると思いますか」という問いに実に４８．７％の人が「そうは思わない」
と答え、「そう思う」の１３．４％をはるかに上回っていたのである。（「どちらともいえない」２９．５％、「答
えない」８．４％） いうまでもなく、これらの世論調査は２０歳代から７０歳以上まで一般の有権者が対
象であり、実際に本人や家族が介護認定を受けた回答者はわずかだと思われる。要介護の当事者では
ない一般の国民が、介護保険制度について、あるいは介護認定について厳しい評価を下していること
について、この調査を考察した橋本は「介護保険制度は、実施される前から制度のわかりにくさや認
定の方法の課題等が盛んに指摘されていたが、国民の間には、そうした議論のイメージが強く残って
いるようだ」と述べている。
要介護認定についての課題については、上述の橋本の指摘にもあるように、実に多くの著書、新聞
を中心とするマスコミ、Webサイト上などで取り上げられてきた。そもそも要介護認定は何のた
めに必要なのか、という根源的な問題にはじまって 認定調査の方法、調査員の資質に関する問題、
一次判定ソフトの問題、二次判定の限界、６ヶ月ごとの認定更新など、次から次へと要介護認
定の問題点が指摘され、山積状態となっている。
さまざまな問題点を含みながら要介護認定は行われている。では、判定を受けた当事者はその判定
についてどのように思っているのであろうか。川崎市は非該当を含む要介護認定者１５，３９９人から２，７１３
人を無作為抽出し、郵送法によって調査を行っている（４）。うちケアプラン届出者についての分析の中
で、要介護認定の結果に「納得している」４０．０％、「おおむね納得している」３８．５％「あまり納得し
ていない」９．７％、「納得していない」３．７％（「どちらともいえない」４．９％、「無回答」３．２％）とい
う結果が得られたと報告している。認定結果に対して「納得している」・「おおむね納得している」あ
わせてほぼ４人に３人以上が納得しており、納得していない人は１０％強にとどまっている。同様に、
訪問調査についても７４％の人が満足しており、訪問調査の内容への不満も「特にない」が４９．５％とほ
ぼ半数に達していた。「Yes Tendency」（「納得していますか」の問いに「はい」と答える傾向）や「サ
ービスを受けているという負い目」を多少差し引いてもかなりの当事者が要介護認定について満足し
ているといってもよい結果であろう。また、厚生省が２０００年７月に行った「利用者に対する介護保険
の施行状況に関する調査」においても、概ね納得している人が８５．６％（８０５人中６８９人）あり、納得し
ていない人は９．９％（８０人）であった（５）。
こうしてみると、当事者の要介護認定に対する意識は、一般の世論調査結果とは異なり、改善への
要望は持ちつつも、その判定結果には概ね納得（満足）しているといえる。おそらく、判定が重めに
シフトしていることが影響しているのであろう（６）。
要介護認定を受けた人々の個人的な満足感で制度の欠陥を覆い尽くせるものではないが、結果的に
しろ当事者の８割以上が要介護認定に概ね納得し、サービスの利用にもあ
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程
 
度
 
満足している現実は
無視できない。
もう１つデータを見ていただこう。図１は、主な介護者が一日に介護に要している時間を要介護度
別に見たものである（７）。
この結果、要介護度が上昇するにつれ「ほとんど終日」介護をしていると答える割合が増えている
のに対し、「必要なときに手をかす程度」という回答は減少していっている。
要介護認定が「介護にかかる手間」を測っているとすれば、この図は要介護認定があ
 
る
 
程
 
度
 
納得で
きる形で行われていることを示しているように思われる。ただ、要支援や要介護度１であっても「ほ
とんど終日」介護をしていると答えている人は存在しているわけで、その人たちにとっては、不満の
残る要介護認定となるのであろう。また、このデータからみれば、痴呆の人には、もちろんその程度
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はさまざまであろうが、平均して要介護３程度の介護の手間がかかっているといえる。
厚生労働省は、要介護認定における一次判定について痴呆性高齢者が低く評価されているのでは
ないか、在宅における介護の状況を反映してないのではないかという指摘があるので、一次判定ソ
フトの見直し案を示した。具体的には、周囲への無関心、居室の掃除や浴槽の出入り、靴下の着脱、
ボタンのかけ外しなど、元来個人差があって客観的な判断の難しい１２項目を削除した。一方で、日常
生活の意思決定の度合いや電話の利用状況、脱水を防ぐための飲み水摂取、車いすでの移動の可否な
ど、日常生活の様子がわかりやすい６項目を追加し、現在の８５項目を７９項目に再編した。また、“動
ける痴呆高齢者”については、改定ソフトでも「要介護度２」以下だった場合、必ず二次判定で再検
討するという改善策を講じることにした。今回の見直しにあたっては、痴呆高齢者を抱える家族の協
力などを得て、在宅での介護実態調査を行い、その結果を反映したという。厚生労働省は「今回の見
直しで、認定作業の効率性、公平性が上がり、二次判定で変更されるケースは減ると思う」と話して
いるが、逆転現象（身体の状態が悪化したのに要介護度が下がるといった現象）がすべて解決された
わけではないという指摘もあり（８）、一次判定ソフトにはまだまだ課題が残っている。（２００２年３月２８
日：読売、同２９日：朝日）
終わりに
２００２年９月３日の読売新聞で、介護保険の準備段階から行政の責任者として最前線で陣頭指揮にあ
たった堤厚生労働省前老健局長（現社会保険庁長官）は「まあまだと思います。保険料徴収の半年凍
結や家事援助の見直しなど、当初は暴風雨もありましたが、総じてさわやかな風でした」と自己評価
図１ 要介護者等の要介護度別にみた同居している主な介護者の介護時間 平成１３年
注：１）「総数」には要介護度不詳を含む。
２）痴呆と診断された者の要介護者等に占める割合は２２．４％である。
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している。各市町村の運営の状況、利用者の満足度などを見る限り、危惧された「保険あって介護な
し」といった状況にはなく、上述したさまざまな問題をはらみながらも比較的順調に進んでいるとい
えるであろう。 「介護は社会全体でささえるのだ」という意識の変化がすべての人々の心の中にお
こり、それに見合うサービスが提供されるときはじめて介護保険制度の理念が達成されると思われる
が、現在はそのステージを目指して長い道程を紆余曲折しながら一歩一歩前進している段階ではない
かと思われる。
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 厚生省（現厚生労働省、以下同じ）が全国１０６の保険者（定点市町村）８，３２３人を対象とした平成１２年７月
分の在宅サービスの支給限度額に対するサービス利用状況調査では、平均４３．２％であった
 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計国民生活基礎調査室「平成１３年 国民生活基礎調査の概況」
 厚生労働省老人保健福祉局「介護保険の実施状況について」全国高齢者保健福祉・介護保険関 係主管会
議資料、２００２年２月１２日．
	 川崎市「川崎市介護サービス利用実態調査中間報告」２００１年９月．

 厚生省老人保健福祉局「介護保険の施行状況に関する調査結果の概要」２０００年７月
 土肥徳秀「全国一律不公平」萌文社、１９９９年、p７７．
土肥は、タイムスタディ調査３４０３人のうち基本調査項目の欠けた２６０人を除く３，１４３人のデータをもとに
一次判定の要介護度と実際の介護時間から出した要介護度を比較したところ、実際よりも要介護度が低く
なった人が８６６人（２７．６％）、実際より高くなった人が１，３２９人（４２．３％）で、残りのわずか９４８人（３０．２％）
しか要介護が一致していないと指摘している。また、一次判定の介護時間と実際の介護時間の関係をグラ
フにしてみると、要介護度２の一部が要介護度３以上にひっぱられる形になっており、したがって一次判
定は、実際よりは重い「要介護度３以上」と認定する欠陥があるという。
 厚生労働省大臣官房統計情報部社会統計国民生活基礎調査室、「平成１３年 国民生活基礎調査の概況」
 尾形新一郎「介護認定を斬る」Webサイト、Yahho! KAIGO.
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An Evaluation of Insurance System of
Elderlycare looking through Opinion Surveies
Hajime Tabuchi
Two and half years have passed since the Insurance System of Elderlycare started. This system became the
subject of heated discussion, for example about whether this system should take the system of taxation or of
insurance, whether it should remunerate family members who provide nursing or not, and whether or not every
local government could provide a basic service.
The system is appraised using many opinion surveys and news stories as source material.
Though this system still includes many problems it is working comparatively smoothly on the whole.
田淵 創
－４６－
